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株式等の決済期間の短縮化に伴う売買制度等の見直しについて 

 

平成 29年 9月 27日 

株式会社名古屋証券取引所 

 

Ⅰ．趣旨 

金融・資本市場の競争力強化のため、証券決済システムの一層の利便性向上及びリスク管理強化等が必要であるとの観点から、日本証券業協会

の証券受渡・決済制度改革懇談会及び同懇談会のもとに設置されたワーキンググループにおいて、平成２７年７月より我が国市場における株式等

の決済期間の短縮化（Ｔ＋２化）の実現に向けた検討が行われ、同懇談会等により平成２８年６月に「株式等の決済期間の短縮化に関する検討ワ

ーキング・グループ 最終報告書」が取りまとめられました。その後、同報告書に基づいてさらなる実務的な検討がなされた結果、今般、      

平成３１年４月又は５月を目処にＴ＋２化の実現を図ることとなったため、当取引所の売買制度等について、以下のとおり所要の改正を行うこと

とします。 

 

Ⅱ．概要 

項 目 概 要 備 考 

１．決済日 ・普通取引（国債証券に係るものを除く。）は、売買契約締結の

日から起算して３日目（休業日を除外する。以下日数計算につ

いて同じ。）の日に決済を行うものとする。 

・Ｎ－ＮＥＴ取引及び立会外分売においても同様の取扱いとす

る。 

・左記に伴い、顧客から取引参加者への売付有価証券又は買付代

金の交付期限を１日前倒しするとともに、以下の場合の決済期

間を１日短縮する。 

 利付転換社債型新株予約権付社債券の売買において、旧条件

最終適用日、期中償還請求期間満了日又は利払日前日が、売

買契約締結の日から起算して４日目の日となる場合 

 利付転換社債型新株予約権付社債券の売買において、利払日

前日が売買契約締結の日から起算して４日目の日となり、か

つ、その翌日が旧条件最終適用日若しくは期中償還請求期間

満了日となる場合又は、旧条件最終適用日若しくは期中償還

請求期間満了日が売買契約締結の日から起算して４日目の

日となり、かつ、その翌日が利払日前日となる場合 

・転換社債型新株予約権付社債券の決済期間の詳細は別紙２参

照。 

資料１ 
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２．信用取引の

委託保証金 

・１．の決済日の変更に伴い、顧客は、信用取引に係る委託保証

金について、売買成立の日から起算して３日目の日の正午まで

の取引参加者が指定する日時までに差し入れるものとする。 

・現行では差し入れ期限は、３日目までとなっていることから本

来であれば決済期間の短縮に伴い２日目までとなるが、顧客の

入金対応がタイト化し利便性が低下する恐れなどがあることか

ら３日目の正午までとする。 

・委託保証金の追加差入れも同様に、取引参加者は、顧客に損失

計算が生じた日から起算して３日目の日の正午までに差入れさ

せなければならないものとする。 

３．その他 ・１．の決済日の変更に伴い、以下の期間又は期日等の定めにつ

いても併せて変更を行う。 

 自己の信用売り又は信用買いの決済期限及び信用取引によ

る有価証券又は金銭の貸付けの弁済期限 

 発行日取引の期間及び決済日並びに委託保証金及び売買証

拠金の差入れ期限もしくは預託期限 

 普通取引に係る配当落等の期日、株式併合後の株券を対象と

して売買を開始する期日、取得対価等の変更等の期日、転換

社債型新株予約権付社債券の期中償還請求権に係る権利落

として売買を行う期日及び転換社債型新株予約権付社債券

等に係る売買の停止期間 

 株式分割又は株式無償割当て等を行う場合の権利を受ける

者を確定するための基準日等 

 上場廃止基準に該当する日及び上場廃止日等 

 非清算参加者が有価証券の引渡しの繰延べを行った場合に

おける当該繰延べに係る有価証券の引渡し期日 

・その他、所要の改正を行う。 

・過誤訂正の申請時限は、決済日の前日の午後２時までとする。 

 

 

Ⅲ．施行日（予定） 

・実施時期は、平成３１年４月又は５月の連休明けを目途とし、当取引所、取引参加者及び関係機関における決済期間の短縮化に向けたシステム

対応及びテストのスケジュール等を踏まえて決定する。 

 

以 上 



株式等に係る決済日程

取引日

T+3

決済日

現在 T+2化実現後

T

別紙１

取引日

T+2

決済日

T

※取引日から決済日までの期間を1日短縮



CBに係る決済日程

取引日

T+3

決済日 取引日

T+2

決済日

取引日

T+4

決済日 取引日

T+3
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現在 株式等のT+2化実現後
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T+4
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T+2

T+3⇒Ｔ＋２
となるケース
(通常)

T+4⇒T+3
となるケース

(①旧条件最終適用日・期
中償還請求期間満了日及
び利払日前日が通常の決
済サイクルでカウントし
た場合の決済予定日に当

たるケース)

T+5⇒T+4
となるケース

(②通常の決済サイクルで
カウントした場合の決済
予定日が利払日前日に当
たり、かつ、その翌日が
旧条件最終適用日・期中
償還請求期間満了日とな
るケース

及び
③通常の決済サイクルで
カウントした場合の決済
予定日が旧条件最終適用
日・期中償還請求期間満
了日に当たり、かつ、そ
の翌日が利払日前日とな
るケース)

旧条件最終適用日 or
期中償還請求期間満了日 or
利払日前日

旧条件最終適用日 or
期中償還請求期間満了日

利払日前日

旧条件最終適用日 or
期中償還請求期間満了日

T+2

利払日前日

T+3

T

T

T

T

T

T

取引日

T+5

決済日
取引日

T+4

決済日

T+3

旧条件最終適用日 or
期中償還請求期間満了日

利払日前日

旧条件最終適用日 or
期中償還請求期間満了日

T+2

利払日前日

T+3T TT+4

旧条件最終適用日 or
期中償還請求期間満了日 or
利払日前日

別紙２



平成 29年 9月 27日 

 

第８回名証株式投資コンテスト概要 

 

１．目 的 

名証及び名証上場銘柄の認知度向上を図るため、名証上場銘柄を投資対象とした  

バーチャル取引形式の投資コンテストをネット上で実施する。 

また、低金利時代、資産運用が不可欠な状況の中、学生を中心とした若い方に多く  

参加いただき、資産運用に関する知識づくりのきっかけとしてもらう。なお、学生の  

参加者にとっては、就職活動前に将来目指すべき企業を知るというメリットもある。 

 

２．実施要領 

項目 内  容 

実施期間 平成 29年 10月 16日(月) ～ 平成 29年 12月 8日（金） 

参加要件 インターネットに接続できメールアドレスを保持している方 

参加方法 専用ページから ID・パスワードを登録。 

部門 
①Active trade部門（「いつでも売買」部門） 

②Buy and hold部門（「１回こっきり」部門） 

①Active trade部門 

（「いつでも売買」部門） 

昨年同様、「個人戦」と「学生チーム対抗戦」を設定 

仮想元手資金 300万円を幾らまで増やせたかを競う 

期間中、直前の終値で毎日売買可能 

全銘柄対象だが、単独上場銘柄を最低 1 回以上売買しなけれ

ばならない。 

②Buy and hold部門 

（「１回こっきり」部門） 

仮想元手資金 300万円を幾らまで増やせたかを競う 

10月 29日までに買付、12月 8日終値で売却（購入後の銘柄

変更、途中売却不可） 

対象は単独上場銘柄（73社）のみで、最低 3銘柄以上を購入

しなければならない。 

結果発表 12月中旬に成績発表及び表彰式を実施 

賞 品 成績上位者にギフト券を進呈 

以 上 

資料２ 



＜参考１＞過去の投資コンテスト参加状況 

 個人戦 チーム戦  （備 考） 

第 1回(平成 22年) 1,051人 －  

第 2回(平成 23年) 901人 －  

第 3回(平成 24年) 2,096人 － （名古屋学院大学が授業の一環として参加：1,256人） 

第 4回(平成 25年) 1,051人 202人 （12大学、1高等専門学校、53チームが参加） 

第 5回(平成 26年) 1,210人 555人 （35大学、3高等専門学校、149チームが参加） 

第 6回(平成 27年) 1,187人 635人 （36大学、2高等専門学校、164チームが参加） 

第 7回(平成 28年) 

1,186人 444人 （30大学、1高等専門学校、132チームが参加） 

第 7回より新設の Buy and hold部門（「１回こっきり」部門）に 516名が参加 

 

 

＜参考２＞学生チーム対抗戦順位 

順位  2013年（第 4回）  2014年（第 5回）  2015年（第 6回）  2016年（第 7回） 

1 名古屋学院大学 岐阜大学 中央大学 追手門学院大学 

2 東京家政大学 名古屋学院大学 長崎大学 中央大学 

3 中京大学 名古屋大学 豊橋技術科学大学 金城学院大学 

4 金城学院大学 豊橋技術科学大学 慶應義塾大学 帝塚山大学 

5 名古屋大学 金城学院大学 愛知学院大学 岐阜聖徳学園大学 

 


